
第一号第一様式（第十七条第四項関係）理事長 会計 出納

法人単位資金収支計算書
（自）平成 30 年  4 月  1 日　（至）平成 31 年  3 月 31 日

社会福祉法人下山福祉会
（単位：円）

保育事業収入 000,083,661 638,250,661 461,723

受取利息配当金収入 000,7 957,4 142,2

その他の収入 000,569,1 569,638,1 530,821

事業活動収入計(1) 000,253,861 065,498,761 044,754

人件費支出 000,668,721 896,520,721 203,048

事業費支出 000,926,51 642,371,51 457,554

事務費支出 000,845,7 760,639,6 339,116

支払利息支出 896,672 896,672 0

その他の支出 000,008,1 061,857,1 048,14

事業活動支出計(2) 896,911,351 968,961,151 928,949,1

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 203,232,51 196,427,61 983,294,1△

施設整備等補助金収入 000,078 000,078 0

施設整備等収入計(4) 000,078 000,078 0

設備資金借入金元金償還支出 225,899,2 225,899,2 0

固定資産取得支出 000,088,6 063,744,6 046,234

施設整備等支出計(5) 225,878,9 288,544,9 046,234

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 225,800,9△ 288,575,8△ 046,234△

その他の活動収入計(7) 0 0 0

積立資産支出 000,000,6 000,000,6 0

その他の活動による支出 000,441 000,441 0

その他の活動支出計(8) 000,441,6 000,441,6 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,441,6△ 000,441,6△ 0

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 087,97 908,400,2 920,529,1△

前期末支払資金残高(12) 607,815,21 607,815,21 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 684,895,21 515,325,41 920,529,1△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）理事長 会計 出納

法人単位事業活動計算書
（自）平成 30 年  4 月  1 日　（至）平成 31 年  3 月 31 日

社会福祉法人下山福祉会
（単位：円）

保育事業収益 638,250,661 590,627,161 147,623,4

サービス活動収益計(1) 638,250,661 590,627,161 147,623,4

人件費 896,363,721 588,359,821 781,095,1△

事業費 642,371,51 022,151,51 620,22

事務費 760,639,6 796,485,6 073,153

減価償却費 241,180,6 471,999,5 869,18

国庫補助金等特別積立金取崩額 713,019,2△ 433,049,2△ 710,03

サービス活動費用計(2) 638,346,251 246,847,351 608,401,1△

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 000,904,31 354,779,7 745,134,5

受取利息配当金収益 957,4 054,3 903,1

その他のサービス活動外収益 569,638,1 502,238,1 067,4

サービス活動外収益計(4) 427,148,1 556,538,1 960,6

支払利息 896,672 998,643 102,07△

その他のサービス活動外費用 061,857,1 502,697,1 540,83△

サービス活動外費用計(5) 858,430,2 401,341,2 642,801△

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 431,391△ 944,703△ 513,411

経常増減差額(7)=(3)+(6) 668,512,31 400,076,7 268,545,5

施設整備等補助金収益 000,078 0 000,078

特別収益計(8) 000,078 0 000,078

国庫補助金等特別積立金積立額 000,078 0 000,078

特別費用計(9) 000,078 0 000,078

特別増減差額(10)=(8)-(9) 0 0 0

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 668,512,31 400,076,7 268,545,5

前期繰越活動増減差額(12) 155,065,15 745,098,15 699,923△

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 714,677,46 155,065,95 668,512,5

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 0 0

その他の積立金積立額（16） 000,000,6 000,000,8 000,000,2△

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 714,677,85 155,065,15 668,512,7
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第三号第一様式（第二十七条第四項関係）理事長 会計 出納

法人単位貸借対照表
平成 31 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人下山福祉会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 159,835,81 958,100,51 290,735,3

  現金預金 214,583,61 349,819,41 964,664,1

  事業未収金 516,79 679,75 936,93

  未収金 461,663 0 461,663

  未収補助金 004,985,1 0 004,985,1

  立替金 0 0 0

  前払費用 063,001 049,42 024,57

  仮払金 0 0 0

  その他の流動資産 0 0 0

固定資産 410,407,812 697,391,212 812,015,6

基本財産 688,247,241 032,101,641 443,853,3△

  土地 539,952,62 539,952,62 0

  建物 159,284,611 592,148,911 443,853,3△

その他の固定資産 821,169,57 665,290,66 265,868,9

  構築物 215,011,9 431,739,3 873,371,5

  車輌運搬具 530,744,2 085,567,3 545,813,1△

  器具及び備品 735,634,2 806,325,2 170,78△

  ソフトウェア 006,12 008,46 002,34△

  保育所繰越積立資産 444,106,43 444,106,23 000,000,2

  保育所施設・設備整備積立資産 000,002,72 000,002,32 000,000,4

  長期前払費用 000,441 0 000,441

流動負債 995,480,11 666,191,9 339,298,1

  事業未払金 578,498,1 073,11 505,388,1

  １年以内返済予定設備資金借入金 361,120,3 315,899,2 056,22

  未払費用 099,62 0 099,62

  預り金 360,3 0 360,3

  職員預り金 805,090,2 387,174,2 572,183△

  仮受金 0 0 0

  賞与引当金 000,840,4 000,017,3 000,833

固定負債 469,119,4 631,339,7 271,120,3△

  設備資金借入金 469,119,4 631,339,7 271,120,3△

負債の部合計 365,699,51 208,421,71 932,821,1△

純　　資　　産　　の　　部

基本金 114,658,01 114,658,01 0

  第一号基本金 114,658,01 114,658,01 0

国庫補助金等特別積立金 031,218,98 744,258,19 713,040,2△

その他の積立金 444,108,16 444,108,55 000,000,6

  人件費積立金 444,101,21 444,101,01 000,000,2

  修繕費積立金 000,005,22 000,005,22 0

  保育所施設・設備整備積立金 000,002,72 000,002,32 000,000,4

次期繰越活動増減差額 714,677,85 155,065,15 668,512,7

  （うち当期活動増減差額） 668,512,31 400,076,7 268,545,5

純資産の部合計 204,642,122 358,070,012 945,571,11

　資産の部合計 569,242,732 556,591,722 013,740,01 　負債及び純資産の部合計 569,242,732 556,591,722 013,740,01



別紙1

1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

2. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・
・ 賞与引当金―夏季賞与の算定期間(1月1日から3月31日の3か月分)を計上している。

3. 重要な会計方針の変更
該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度
該当なし

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
（2） 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

当法人では公益事業、収益事業を実施していないため省略
（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

当法人では、収益事業を実施していないため省略
（6） 各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア 本部拠点（社会福祉事業）
「本部」 サービス区分は設けていない

イ 下山保育園拠点（社会福祉事業）
「下山保育園」 サービス区分は設けていない

ウ ひまわりクラブ拠点（社会福祉事業）
「ひまわりクラブ」 サービス区分は設けていない

6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

退職給付引当金― 該当なし

当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地

合計 146,101,230 0 3,358,344

26,259,935 0 0 26,259,935
前期末残高

計算書類に対する注記（法人全体用）

建物 119,841,295 0 3,358,344 116,482,951

142,742,886

定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

（単位：円）
基本財産の種類



8. 担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地 下山保育園　土地
建物（基本財産） 下山保育園　園舎

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
福祉医療機構

9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

800,000円
計 800,000円

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）

（単位：円）
徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

0 97,615
債権額

事業未収金 97,615
未収金 366,164 0

71,784,292円
計 98,044,227円

26,259,935円

366,164
未収補助金 1,589,400 0 1,589,400

合計 2,053,179 0 2,053,179

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 159,308,950 42,825,999 116,482,951
構築物 17,498,615 8,388,103 9,110,512

合計 209,392,701 78,915,666 130,477,035

車輌運搬具 9,135,578 6,688,543 2,447,035
器具及び備品 23,449,558 21,013,021 2,436,537



別紙2

1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・ 賞与引当金―該当なし

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 本部拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

サービス区分を設けていないため省略
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

サービス区分を設けていないため省略

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
該当なし

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

投資有価証券 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

建物 0 0 0 0
定期預金 0 0 0 0

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0



1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・ 賞与引当金―夏季賞与の算定期間(1月1日から3月31日の3か月分)を計上している。

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 下山保育園拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

サービス区分を設けていないため省略
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

サービス区分を設けていないため省略

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

7. 担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地 下山保育園　土地
建物（基本財産） 下山保育園　園舎

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
独立行政法人　福祉医療機構

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

土地 26,259,935 0 0 26,259,935

計算書類に対する注記（下山保育園拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

142,742,886

建物 119,841,295 0 3,358,344 116,482,951
0
0

定期預金 0 0 0

合計 146,101,230 0 3,358,344
投資有価証券 0 0 0

合計 2,153,735 0 2,153,735

事業未収金

26,259,935円
71,784,292円

209,392,701 78,915,666 130,477,035

車輌運搬具 9,135,578

債権の当期末残高

6,688,543 2,447,035
器具及び備品 23,449,558

97,615
未収金 466,720 0 466,720

21,013,021 2,436,537

計

建物（基本財産） 159,308,950 42,825,999 116,482,951

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

構築物 17,498,615 8,388,103 9,110,512

別紙2

未収補助金 1,589,400 0 1,589,400

（単位：円）
債権額 徴収不能引当金の当期末残高

98,044,227円

合計

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 800,000円
計 800,000円

97,615 0



1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・ 賞与引当金―夏季賞与の算定期間(1月1日から3月31日の3か月分)を計上している。

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 下山ひまわりクラブ拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

サービス区分を設けていないため省略
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

サービス区分を設けていないため省略

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

7. 担保に供している資産

該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

（単位：円）
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 0 0 0
未収金

投資有価証券 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

建物 0 0 0 0
定期預金 0 0 0 0

別紙2

306,894 0 306,894
未収補助金 0 0 0

合計 306,894 0 306,894

計算書類に対する注記（下山ひまわりクラブ拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0




